
建設工事中間前金払事務取扱要領

平成２２年４月１日

最終改正：令和７年１０月１日

（目的）

第１条 この要領は、本市が発注する建設工事の中間前金払に関する取扱いについて、必要な事項を定め

るものとする。

（対象工事）

第２条 中間前金払の対象は、既に前金払をしている建設工事であって、当該工事の請負代金額が100万

円以上のものとする。

（中間前金払の額）

第３条 中間前金払の額は、請負代金額の 10 分の２以内の額とする。ただし、中間前金払を支出した後

の前払金の合計額は、請負代金額の10分の６以内とする。

（中間前金払の要件）

第４条 次に掲げる全ての要件を満たす場合に、中間前金払を行うことができるものとする。また、工期

及び請負代金額に変更がある場合は、中間前金払の認定請求時点の工期及び請負代金額によるものと

する。

⑴ 工期の２分の１を経過していること。

⑵ 工程表により工期の２分の１を経過するまでに実施すべきものとされている当該工事に係る作業

が行われていること。

⑶ 既に行われた当該工事に係る作業に要する経費が請負代金額の２分の１以上の額に相当するもの

であること。

（債務負担行為に係る特例）

第５条 第２条に規定する対象工事について、債務負担行為に係る契約にあっては、いずれかの会計年度

の出来高予定額が100万円以上の工事とする。この場合において、前条第１号及び第２号中「工期の２

分の１」とあるのは、「当該会計年度の工事実施期間の２分の１」と、同条第３号中「既に行われた

当該工事」とあるのは、「既に行われた当該会計年度の工事」と、「請負代金額の２分の１」とある

のは、「当該会計年度の出来高予定額の２分の１」と読み替えて準用するものとする。

（中間前金払と部分払との併用）

第６条 中間前金払は、部分払と併用することができる。ただし、部分払いの支払を受けた後にはするこ

とができない。

（中間前金払の認定の方法）

第７条 中間前金払の認定については、認定を受けようとする請負者から、中間前金払認定請求書（様式

第１号の１）と併せ、認定資料として工事履行状況報告書（様式第１号の２）を提出させるものとす

る。

２ 請負者から中間前金払認定請求書の提出があったときは、工事履行報告書等により、第４条に規定す

る要件の確認を行い、要件を満たしていると認められるときは、中間前金払認定書（様式第２号）を

請負者へ交付するものとする。

３ 中間前金払の認定は、請負者が提出する資料に内容の不備があったとき又は特別な事情があるときを

除き、当該請求を受けた日から７日（土曜日、日曜日及び祝日を除く）以内に認定結果の通知を行う

ものとする。



（支払）

第８条 請負者は、中間前金払請求書（様式第３号）に中間前払金保証証書（電子保証の場合は、電子証

書）を添付して提出するものとし、市長は、請求を受けた日から14 日以内に支払うものとする。

（その他）

第９条 この要領に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。

附 則

この要領は、平成２２年４月１日から施行し、同日以降に前金払をする建設工事について適用する。

附 則

この要領は、平成３０年４月１日から施行し、同日以降に前金払をする建設工事について適用する。

附 則

この要領は、令和７年１０月１日から施行し、同日以降に前金払をする建設工事について適用する。



（様式第１号の１）                         （請負者 → 工事担当課）

令和  年  月  日受付

課長 係長 担当

中間前金払認定請求書

                                  令和  年  月  日

上 田 市 長  様

住    所

請負者 商号又は名称

代表者氏名

下記の工事について、中間前金払の認定を請求します。

工 事 名

工事場所

工   期 令和  年  月  日 から 令和  年  月  日 まで

請負代金額

金                円

（出来高予定額）

令和  年度  金           円

令和  年度  金           円

令和  年度  金           円

（注）１ 認定資料として、工事履行状況報告書（様式第１号の２）を添付すること。

   ２ 債務負担行為に係る契約の場合は、各年度の出来高予定額を記入すること。

   ３ 次に掲げる全ての要件を満たしていること。

⑴ 工期の２分の１を経過していること。

⑵ 工程表により工期の２分の１を経過するまでに実施すべきものとされている当該工事に係

る作業が行われていること。

⑶ 既に行われた当該工事に係る作業に要する経費が請負代金額の２分の１以上の額に相当す

るものであること。



（様式第１号の２）

工 事 履 行 状 況 報 告 書

工事名

工 期

令和  年  月  日 ～ 令和  年  月  日

【当該年度の工期】

令和  年  月  日 ～ 令和  年  月  日

月 別
進  捗  率

備     考
予定工程％ 実施工程％

年  月
工程換算値

（工事費換算値）

工程換算値

（工事費換算値）
（記載例）

年  月

年  月

  年  月

  年  月

  年  月

年  月

年  月

  年  月

年  月

  年  月

  年  月

  年  月

  年  月

  年  月

  年  月

（記事欄）



（様式第２号）                  （工事担当課 → 請負者 → 保証会社）

中間前金払認定書

請 負 者

工 事 名

工 事 場 所

工   期 令和  年  月  日 から 令和  年  月  日 まで

請負代金額 金                円

上記の工事についてその進捗を調査したところ、中間前金払をすることができる要件を具備して

いることを認定する。

令和  年  月  日

上田市長            ㊞

（   部   課）



（様式第３号）                        （請負者 → 予算担当課）

中間前金払請求書

令和   年   月   日

上 田 市 長  様

請求者

住 所

商号又は名称

代 表 者 氏 名

登 録 番 号

下記の金額を請求します。

記

請求金額 円

１ 工 事 名

２ 工事場所

３ 工  期 令和  年  月  日 から 令和  年  月  日 まで

４ 請求金額の内訳

請負代金額 円 の ％ 相当額

５ 保証事業会社名 東日本建設業保証株式会社

６ 保証契約番号 第       号

７ 保証期限 令和  年  月  日

８ 振込先口座

金融機関名 支店名 種別 当座・普通

（フリガナ）

口座名義人
口座番号

（備考）保証証書（原本）又は電子証書を添付すること。


